
「水道料金の改定について」

検討スケジュールと会議の進め方

令和５年１０月１３日

資料２－１



検討スケジュール

開 催 日 時 概 要

第４回 令和５年１０月１３日
１３：３０〜

・諮問
「水道事業を後世に引き継ぐための水道料金改定につ
いて」

・料金改定の必要性と基本的事項を確認

第５回 令和５年１１月１４日
９：３０〜 ・料金改定規模、財政計画（案）について

第６回 令和５年１２月 ８日
９：３０〜 ・料金表（案）について

第７回 令和６年 １月１２日
９：３０〜 ・答申書（案）について

令和６年１月 中旬 答申



会議の進め方
進行項目 備 考

１ 前回内容の確認 前回の審議会概要・取りまとめた意見を確認（事務局説明）

２ 事務局案等の説明 討議項目に沿った事務局（案）の確認（事務局説明）

３ 事務局案に対する委員間討議 事務局からの提案に対する委員間討議

４ 意見集約 会議において出された意見等の集約（次回へ繋ぐ）

５ 次回検討概要の確認 次回の審議概要を確認（事務局説明）



 

 

水道料金改定の検討について 

～安全・安心なおいしい水道水の供給を後世に引き継ぐために～ 

 

 

 

 

 

令和５年 9 月 

新潟市水道局 

環境建設常任委員会 
令和５年９月２１日 

水 道 局 

協 議 会 資 料 
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１． 収益的収支予算の状況 

① 給水人口・有収水量・給水収益の推移 
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有収水量 給水人口

有収水量

(単位：百万㎥）
給水人口

(単位：万人）

給水収益は H19 の 146 億円に対し、R4 は 135 億円
と 10 億円以上減少している 
今後は、有収水量の減少と給水世帯数の減少に伴う基本
料金収入の減少により、1 億円/年 程度の減少が見込ま
れ、財政面に与える影響が大きい 

有収水量は給水人口の減少、節水器具

の普及等の影響により、今後も継続的

な減少が見込まれる 
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② 支出の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ‘事業費の比較（過去 8 年間↔今後 8 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎動力費・薬品費：
　　約30％上昇（平均＋2.5億円／年）

◎修繕費：
　　約40％上昇（平均＋5.2億円／年）

◎減価償却費：
　　約20％上昇（平均＋11.0億円／年）

浄水施設等の運転に係る電力料・浄水
用薬品費の高騰

施設の老朽化に伴う修繕費の増加に加
え、臨時対応が必要な水管橋修繕工事
等の発生（有明大橋添架送水管、阿賀野川

取水塔水管橋ほか）

施設整備事業による主要な取得資産の
償却が本格開始することによる増
（青山浄水場施設整備事業、巻取水場整備事

業ほか）

事業費の
主な増加要因
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(単位：億円）

動力費・薬品費 修繕費 減価償却費

+19.8

(131%)

+41.5
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+88.3
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事業費は増加傾向
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④ 事業費・事業収益の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 純損益の状況 
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事業収益 事業費

決算値 見込み
(単位：億円）

収入の減、支出の増により 

R5 以降は赤字状態となる 
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決算値 見込み

水道事業において、その経費は事業の経営に伴う収入をもって充てなければならないこととされており、水道料金は給水

に要する原価を補うものでなければならない 

さらに、収益的収支における純利益は建設改良費や企業債償還金の財源であり、水道事業を継続するうえで欠かせないも

のである 

「収益的収支予算」の赤字は異常事態といえる 
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２． 資本的収支予算の状況 

① 建設改良費と財源 

 
 

② ‘建設改良費の比較（過去 8 年間↔今後 8 年間） 
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決算値 見込み

貯蓄の取崩し

損益勘定留保資金

企業債

国庫補助金等

財源

老朽管路や浄配水施設の更新・耐震化のため、

今後も継続して多くの投資が必要 

◎管路整備
　　14％上昇（平均＋8.0億円／年）

◎浄配水場施設整備
　　55％上昇（平均＋9.8億円／年）

材料費や人件費の上昇に伴う工事価格の上昇 工事価格の上昇と、老朽化に伴う施設・設備等の更
新需要が増加

建設改良費の
主な増加要因
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＜参考＞管路更新率について  算出式＝（当該年度に更新した管路延長）／（管路延長）×100 

  

管路更新率は他の事業体に比べ低く、

また、工事価格の上昇により、計画ど

おりの投資を行っても更新率の上昇は

見込めない状況 

（モデル設計：φ150mm、GX.DIP L=100ｍ） 

工事価格は 11 年間で約 1.9 倍 
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３． 資金残高の状況 

（単位：億円） 

  H27 
決算 

H28 
決算 

H29 
決算 

H30 
決算 

R1 
決算 

R2 
決算 

R3 
決算 

R4 
決算 

R5 
予定 

R6 
予定 

R7 
予定 

R8 
予定 

R9 
予定 

R10 
予定 

R11 
予定 

R12 
予定 

貯蓄の取崩 ▲24.1 ▲21.1 ▲17.2 ▲22.4 ▲14.3 ▲13.2 ▲16.9 ▲8.5 ▲29.2 ▲19.9 ▲22.0 ▲24.4 ▲22.6 ▲26.8 ▲19.6 ▲21.6 

純損益 +20.1 +23.9 +22.7 +17.7 +18.4 +15.7 +14.3 +7.5 ▲1.2 ▲8.1 ▲12.8 ▲17.0 ▲16.5 ▲13.9 ▲17.6 ▲20.2 

資金残高 61.8 64.6 70.1 65.5 69.6 72.0 69.4 68.3 37.9 9.9 ▲24.8 ▲66.2 ▲105.4 ▲146.1 ▲183.2 ▲225.0

対前年度増減 ▲4.0 +2.8 +5.5 ▲4.6 +4.1 +2.5 ▲2.6 ▲1.0 ▲30.4 ▲28.0 ▲34.7 ▲41.4 ▲39.1 ▲40.7 ▲37.1 ▲41.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R4 までは貯蓄の取崩分を純利益で補えていたため、資金が大きく減少することはなかったが、R5 以降は純損益がマイナス 

（純損失）となるため、この補填でも資金が必要となり、急激に資金残高が減少し、R7 には資金ショートが発生する 
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４．企業債残高の状況 
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企業債残高/給水収益

（単位：億円）

企業債残高は増加傾向 

借入額の増加は、今後の人口

減少を考慮すると将来世代の

過度な負担に繋がるため、抑

制に努める必要がある 

「給水収益に対する企業債残高の割合」は企業債残高の規模を表す指

標であるが、新潟市は政令市の中で５番目に高い数値となっている 

企業債残高対給水収益の 

令和 3 年度政令市平均は 

279％ 

新潟市はそれより高い水準 
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５．マスタープラン後期実施計画との関係（収益的収支予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【事業収益】 

ほぼ計画どおり 
 

【事業費】 
 ・電力料・薬品費の高騰 

 ・施設の老朽化に伴う修繕費の

増加に加え、水管橋修繕など
臨時案件の発生 

 ・委託業務に係る諸経費の増加 
 ・施設撤去の増加 

 

【資金残高】 

利益の減少→資金の積み立て減少 

赤字の発生→資金の減少が加速 

 

 

資金ショートの見込みが 

１年前倒しとなった。 
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事業費の増加により利益が減少 
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●R5年度以降、純損失発生に伴い、資金残高も急激に減少

資金ショートが 1 年早まる 
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平成 18 年度比で 98 名削減 

（令和 4 年度） 

６．経営効率化の取り組み 

１ 施設の統廃合とお客さまサービス拠点の集約化 

２ 組織の見直し  事業を取り巻く環境の変化に即応するため適宜見直し 

３ 管理職の減員  組織の見直しに併せ、順次減 

４ 委託化の推進 

 

  

 

５ 人件費の削減 

 

 

６ 経費削減の取り組み 

 ※ CO２削減等脱炭素化へも寄与 

７ 今後の取り組み 

  業務集約化や委託化等を検討し、より一層効率的な業務執行を推進 

８ 国等への要望活動 

① 「公益社団法人日本水道協会」を通じた要望活動 

 

 

② 「地方公営企業連絡協議会」を通じた要望活動 

 

 

 

 

 

16 年間（H19～R4） 

総額 108 億円余の人件費削減 

・水道施設整備事業に対する財政支援措置の拡充 

・上水道事業にかかる起債融資条件等の改善及び一般会計繰出制度
の拡充 

 

※ 管理職手当の支給対象者を指す 

・水道施設の更新、改良、耐震、風水害、安全強化のための施設整備、
広域化推進に係る財政措置 

・浄水場や老朽管路の更新、耐震化に係る補助、交付金制度の拡充、
要件の緩和 

※ 削減額（当初想定額）＝委託料－人件費削減額 
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７．水道事業を継続するためには 

 

  令和７年度以降は収益的収支予算の赤字幅が 10 億円以上となる見込み 

引き続き経費削減、業務の効率化等により支出の抑制に努めるが、それだけでは対応できない規模 

収支を大きく好転させるためには、水道料金の値上げが避けられない状況 

（令和 3 年 3 月に策定した新・マスタープラン後期実施計画において、「収入確保に向けた料金改定の検討を進める必要があります。」と明記） 

 

  令和 4 年度末において 68 億円を確保した資金残高は、令和 6 年度末には 10 億円を下回る見込み 

想定した給水収益の減少と事業費の増大が続いた場合、令和 7 年度には資金ショートを起こす状況 

令和 6 年度中の料金改定が必要 （不測の事態を考慮した場合、令和6 年10 月の改定が望ましい） 

（新・マスタープラン前期実施計画では令和 2 年度、中期実施計画では令和 5 年度、後期実施計画では令和 8 年度の資金ショートを想定） 
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分割実施 

８．他都市における近年の料金改定(検討)状況 

都市名 改定年月 改定率 備  考 

静岡市 R2.10 14.8％ R7 年度更なる改定を検討 

横浜市 R3.7 12.0％ R9 年度末に累積資金残高１億円確保の見込み 

前橋市 R4.4 21.7％ 
①R4.4.1(17.0％) 

②R7.4.1( 4.0％) 

松山市 R5.4 13.9％  

岡山市 R6 年度 20.6％ 改定年月・改定率は予定 

浜松市 - - R5.4 検討開始 

 
９．今後のスケジュール 

 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

議会報告・議案提案                      

新潟市水道事業経営審議会※での審議             
 

        

お客さまへの情報提供         
 

  

 

 

 

 

     

 

   ※新潟市水道事業経営審議会 地方公営企業法(第 14 条)の規定に基づき、水道事業管理者の諮問に応じ、水道事業の経営に関して必要な事項を調査審議する

付属機関（識者・消費者団体・商工会議所・公共料金関係者・公募委員など１０名により構成） 

9/21 検討開始報告 中間報告 議案審査 

全⼾配布広報紙「水先案内」にて 
「料⾦改定検討」を周知 「水先案内」で検討経過を中間報告 

●HP「料⾦改定検討」を周知 
●HP「経営審議会①資料」 

●HP「経営審議会②資料」 
●HP「経営審議会③資料」 

●HP「経営審議会答申書」 

（ 全４回の開催を想定 ） 

４⽉以降 
改定内容
を周知 



12 

≪参考：現行料金比較≫ 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

＜比較算定条件＞ 

家事用または口径 13mm、水量 20m3、1 ヶ月の料金（税込）で比較 

2,024
2,497 2,574 2,585 2,761 2,893 2,992 3,003 3,014 3,080 3,080 3,228 3,245 3,328 3,520

3,872 4,020 4,224
4,482

4,920

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

糸
魚
川
市

新
潟
市

魚
沼
市

見
附
市

加
茂
市

五
泉
市

三
条
市

長
岡
市

妙
高
市

柏
崎
市

村
上
市

上
越
市

燕
市

新
発
田
市

阿
賀
野
市

小
千
谷
市

胎
内
市

十
日
町
市

佐
渡
市

南
魚
沼
市

県内事業体（２０市）水道料金比較平均：3,267円
(円）

2,112 2,156 2,200
2,321 2,398 2,425 2,464 2,475 2,497 2,563 2,563 2,607 2,640 2,827 3,011 3,014

3,289
3,553 3,652

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

大
阪
市

浜
松
市

北
九
州
市

川
崎
市

広
島
市

名
古
屋
市

堺
市

東
京
都

(

参
考)

新
潟
市

神
戸
市

岡
山
市

静
岡
市

熊
本
市

福
岡
市

横
浜
市

京
都
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市

札
幌
市

政令市水道料金比較

政令市平均：2,672円

(円）

全国平均：3,306円



１ 水道料金の基本的な考え方

２ （補足）資産維持費の考え方

３ 市町村による水道料金の違いの要因

水道料金のしくみ

資料２－３



１ 水道料金の基本的な考え方

原則は「独立採算」による経営（地方公営企業法第17条の2）

水道事業の経営に必要な費用は、水道料金でまかなうことが基本

水道料金の設定は、「総括原価」を基礎とする（地方公営企業法第21条）

健全経営を確保・維持していくための財源として必要な額（＝総括原価）を、水道料金として回収する

水道料金 総括原価＝
資本費用

営業費用

事業運営にかかった費用

水道施設を維持するための費用

支払利息、資産維持費

人件費、動力費、修繕費、

減価償却費など

総括原価を性質ごとに分解し、基本料金・従量料金へ配分する

総括原価

変動費

需要家の存在により発生

水道メーター経費、検針費用など

固定費
水道の使用量とは関係なく発生

施設維持管理費、減価償却費など

水道の使用量に応じて発生

動力費、薬品費など

従量料金

基本料金
需要家費

水道料金

として徴収

P1



水道施設

の

取得費用

減価償却費で回収

新設時 更新時

資産維持費

1年目 2年目 … n年目

更新費用の増大

物価変動、施工環境など

２ （補足）資産維持費の考え方

水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額のこと（水道法施行規則第12条）

環境変化等による費用の増大に対応するため、総括原価への算入が認められているもの

水道事業の維持・向上のために必要となる費用である

・将来の施設更新にかかる費用は営業費用に含まれないため、資産維持費が適切に算入されないと

更新のための財源が内部留保されず、安定的な財政運営に支障をきたす

・増大した分の更新費用は、新設時の取得費用に基づく減価償却費相当額では対応できないため、

資産維持費として見込む必要がある

・日本水道協会「水道料金算定要領」においては、保有している対象資産に対して、資産維持率を乗じた額を

資産維持費として計上することとしている（資産維持率は3％を標準とし、各水道事業者の実情により決定される）

資産維持費として

総括原価に算入

更新に

かかる

費用

P2



３ 市町村による水道料金の違いの要因

政令市平均との差 新潟市の特徴

■ 受水費 ▲12.0P
北区の一部を除き、独自の浄水場で運営している
（その分、浄水場の数や、給水原価となる他の費用は大きくなる）

■ 減価償却費 +6.1P

独自の浄水場を保有し、事業運営しているため、割合としては大きくなる

・立地条件（市域が平たんであり、ポンプ圧送に依存している。河川最下流が水源の

ため水質維持にお金がかかる）の影響もある。

■ 動力費 +1.7P

■ 薬品費 +0.6P

■ 修繕費 +3.4P

製造コストからみた本市の特徴（給水原価の内訳より抜粋）

給水原価（水量1m3あたりのコスト）

156.3円

134.9円

※R3年度実績値

減価償却費

38.5％

（52.0円）

減価償却費

32.4％

（50.7円）

職員給与費

17.2％

（23.2円）

職員給与費

16.0％

（25.0円）

委託料

13.2％

（17.8円）

委託料

11.5％

（18.0円）

修繕費

10.7％

（14.5円）

修繕費

7.3％

（11.4円）

企業債利息

4.8％

（6.5円）

企業債利息

4.0％

（6.2円）

動力費

4.6％

（6.2円）

動力費

2.9％

（4.6円）

受水費

3.4％

（4.6円）

受水費

15.4％

（24.1円）

薬品費

1.4％

（1.9円）

薬品費

0.8％

（1.2円）

その他

6.0％

（8.2円）

その他

9.7％

（15.1円）

0% 25% 50% 75% 100%

新潟市

政令市平均

P3



                                                                   資料２－４

施設更新の需要と投資規模

１ 先回の施設の現状説明より

２ 更新需要の捉え方

３ 浄配水施設の更新需要と投資

４ 管路施設の更新需要と投資
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   施設更新の需要と投資規模 

１ 先回の施設の現状説明より 

 

 

 

２ 更新需要の捉え方 

 

ポイント① 棒グラフは、それぞれの年度に更新時期を迎える施設の更新費用を表す。 

ポイント② 老朽施設を残さず解消するためには、各年度で更新需要と同額の投資が必要となる。 

ポイント③ 各年度で更新できなかったものは、次年度に繰り越す形になる。 

ポイント④ 投資の平準化（均して凸凹をなくす）では、更新の先送り（前倒し）が生じる。 

ポイント⑤ 先送りしたものは事故（故障・漏水など）のリスクが高まる。 

【2025（初年度）】 

・既に更新時期を超えている施設の更新費用 

・2025 年に更新時期を迎えた施設の更新費用 

【２年目以降】例：2045 年 
・2045 年に更新時期を迎える施設の更新費用 
 （1985 年設置＋耐用年数 60 年→2045 年） 
 （2005 年設置＋耐用年数 40 年→2045 年） 
       …… 
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３ 浄配水施設の更新需要と投資 

【更新の方向性】 

• 計画的更新により、浄水処理・送配水機能の信頼性・安定性を維持する。 

• 更新周期に基づく更新、設備相互の関連性を踏まえた効率的な更新を行う。（大規模更新事業） 

• 大規模更新事業に合わせて土木施設の耐震化を行う。 

 

 

関連設備をまとめて3～5か年整備事業で更新 → 短期的な平準化 

影響度が大きい基幹施設として更新周期に基づく更新を継続していくことが必要 

5年平均 
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４ 管路施設の更新需要と投資 

【更新の方向性】 

• 計画的更新・耐震管への入替により、健全性と耐震性の向上を図る。 

• CIP（50年経過・耐震性低）を優先的に更新・耐震化する。 

• 基幹管路（影響度大）はCIP更新がほぼ完了。更新事業規模を維持し、更に耐震化を進める。 

 

 

国の手引き※における検討期間40年間の更新需要を試算。 

この期間で需要に対応（老朽管路を解消）するためには、 

平均額 約242億円／年 の投資が必要。 

しかし、現状の 4倍の投資を行うことは困難な状況。 

※ 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き／厚生労働省 現状の投資規模 約64億円／年 



今後の水道料金の改定について

１ 投資財源の確保

２ 改定の必要性

３ 確保すべき資金残高

４ 料金改定の目標時期・料金算定期間

５ 料金体系の確認

６ 事務局案の確認

資料2－5



１ 投資財源の確保

P1

（単位：億円、％）

決算値 見込

新・マスタープラン計画期間（H27～R6） （R7～）

貯蓄の取崩し

損益勘定留保資金

企業債

国庫補助金等

財源

建設改良費

建設改良費の推移と財源別の構成比

11.0億

（16％）

7.6億

（11％）

10.9億

（13％）

13.1億

（14％）

9.1億

（11％）

9.4億

（12％）

8.6億

（12％）

10.1億

（13％）

11.7億

（10％）

5.6億

（6％）

6.0億

（6％）

6.0億

（6％）

6.0億

（6％）

4.6億

（5％）

4.6億

（5％）

4.6億

（5％）

21.0億

（31％）

29.8億

（42％）

42.9億

（51％）

44.2億

（47％）
36.6億

（46％）

36.0億

（46％） 24.3億

（36％）

41.9億

（55％）

59.1億

（50％）

42.6億

（48％）

42.0億

（45％）

42.1億

（45％）

42.8億

（45％）
43.7億

（45％）

43.4億

（45％）

45.0億

（45％）

11.3億

（17％）

13.0億

（18％）

13.1億

（16％）

13.9億

（15％）
19.9億

（25％）
19.3億

（25％）

18.3億

（27％）

15.7億

（21％）

18.0億

（15％）

20.2億

（23％）

23.3億

（25％）
21.1億

（23％）

23.7億

（25％）
22.1億

（23％）

28.9億

（30％）

28.8億

（29％）
24.1億

（36％）

21.1億

（29％）

17.2億

（20％）

22.4億

（24％）
14.3億

（18％）
13.2億

（17％）

16.9億

（25％）

8.5億

（11％）

29.2億

（25％）

19.9億

（23％）

22.0億

（24％）
24.4億

（26％）

22.6億

（24％）

26.8億

（27％）

19.6億

（20％）

21.6億

（21％）

67.4億
71.5億

84.1億

93.6億

79.9億 77.9億

68.1億

76.2億

118.0億

88.3億
93.3億 93.6億 95.1億 97.2億 96.5億

100.0億

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12



投資財源「国庫補助金等」の内訳

◎布設後40年経過した基幹管路の更新

◎CIP（鋳鉄管）の更新

CIP更新に係る補助金はR9で終了予定となるため、R10以降は基幹管路の更新に係る補助金のみ請求可能となる

国庫補助金 厚生労働省の定めた基準に該当する事業を行った場合に、事業費の一部が国から補助される。

◎配水管の耐震管への入れ替え

当該メニューが終了（総務省通知により、R5までは出資対象事業とされている）

◎各浄配水場給水区域間の相互連絡管整備

相互連絡管の整備はR6で完了予定。

今後は浄配水場の統廃合に向けた基幹管路の整備を進めるが、この事業は出資対象とならない

出資金 総務省が策定した繰出基準に基づき一般会計から出資を受けている。（市役所が事業費の一部を負担）

P2

1.4 1.2

5.0 4.4
3.3

4.3 3.7
4.8

3.4
1.6

3.3 3.3 3.3
1.9 1.9 1.9

2.5
1.9

3.0 4.6

3.2 1.5
4.1

3.3
4.4

1.3

0.8
0.6

0.6

0.8

0.6
0.5

0.5
0.5 0.7

0.7
0.7 0.7 0.7

0.7 0.7 0.7

6.3

3.9

2.3

3.3

2.0 3.1
0.3

1.5
3.2

2.0
2.0 2.0 2.0

2.0 2.0 2.0

11.0億

7.6億

10.9億

13.1億

9.1億 9.4億
8.6億

10.1億

11.7億

5.6億
6.0億 6.0億 6.0億

4.6億 4.6億 4.6億

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

出資金 補償金

（単位：億円）

決算値 見込

計

国庫補助金 消火栓設置負担金・その他
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企業債

◎充当率の考え方

＝ 45％

充当率
新・マスタープラン計画期間の

建設改良費に対する充当率平均
R7～想定の企業債充当率

◎今後の企業債の考え方

・非常に厳しい財政状況下において、建設改良費の主要財源である企業債の借入を減らすことは難しい

・充当率45％をベースとしつつ、料金改定を含めた長期的な視点において、企業債残高を抑制するよう検討する

445 446 460 475 484 489 481 489
513 521 529 536 543 550 559 569

+1

+14 +15

+9

+5

▲8

+8

+24

+9 +8 +7 +7 +7
+9 +10

▲10

±0

+10

+20

+30

+40

+50

-100

100

300

500

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

決算値 見込

企業債残高

対前年度増減

（単位：億円）

企業債残高の推移



２ 改定の必要性について

資金残高の状況

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

貯蓄の
取崩

▲24.1 ▲21.1 ▲17.2 ▲22.4 ▲14.3 ▲13.2 ▲16.9 ▲8.5 ▲29.2 ▲19.9 ▲22.0 ▲24.4 ▲22.6 ▲26.8 ▲19.6 ▲21.6

純損益 +20.1 +23.9 +22.7 +17.7 +18.4 +15.7 +14.3 +7.5 ▲1.2 ▲8.1 ▲12.8 ▲17.0 ▲16.5 ▲13.9 ▲17.6 ▲20.2

資金残高 61.8 64.6 70.1 65.5 69.6 72.0 69.4 68.3 37.9 9.9 ▲24.8 ▲66.2 ▲105.4 ▲146.1 ▲183.2 ▲225.0

対前年度
増減

▲4.0 +2.8 +5.5 ▲4.6 +4.1 +2.5 ▲2.6 ▲1.0 ▲30.4 ▲28.0 ▲34.7 ▲41.4 ▲39.1 ▲40.7 ▲37.1 ▲41.8

メリット・デメリット

対応①

料金改定により
純利益を確保

◎ 純利益を確保することで、

安定した事業運営が可能

× お客さまの経済的負担が増加する

改定率をどこまで抑えられるか

対応②

企業債の借入額を
増やして資金確保

◎ 料金改定を先送りできる

× 将来世代の負担が増加

× 支払利息が増加し、純損益がさらに悪化

× 先送りは数年が限界、先送り後の値上幅が大きく上昇

例えば、料金改定をR10.4に先送りしようとした場合

→ R9までに借入額を130億円増額する必要がある

→ 将来的に負担する支払利息は約24.8億円増加する

→ R10の改定率は37％以上の設定となる

対応③

投資を抑制し
支出を減らす

◎ 料金改定を先送りできる

× 必要な投資ができないため、

断水が多発する等安定給水に大きな支障が生じる

× 発注工事減による民間事業者への影響

漏水事故件数の将来予測

資金ショートを回避するには

（単位：倍）

（単位：億円）

P4

1.0

3.0

5.0

7.0

今 30年後

更新しない場合：約7.0倍

現状ペースで更新：約2.5倍



３ 確保すべき資金残高の限度

資金が大幅に減少する時期

年度末竣工工事代金の支払い（４月）、企業債償還金（９月・３月）

年度当初資金残高の状況

※R4年度当初の預金額は、未収金・未払金等の影響により財政計画の資金残高に比べ約15.9億円多くなる。

（単位：億円）R4年度預金額 月内最少残高の推移

約 40.8 億円

減少

年度当初

P5

R4 69.4億円

R5 68.3億円

R6 37.9億円

R7 9.9億円

R8 ▲24.8億円

資金残高限度額の計算

預金最大減少額

40.8億

資金残高と預金額の差

15.9億

資金残高限度額

24.9億＝－

R4年度の限度額が過去5年実績で最大

確保する資金残高

年度当初 24.9億円 必要

年度末

預金残高

資金残高

差額 15.9 億円

85.3

56.2 60.5

73.2 69.4 69.6
59.1

52.2 55.1 58.1 57.6 61.1

44.5

90.1

40.8

11.7
16.0

28.7 24.9 25.2

14.6
7.7 10.7 13.6 13.1 16.6

0

45.769.4

24.9

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月



４ 料金改定の目標時期・料金算定期間

料金改定率のイメージ 改定時期、算定期間と改定率の関係

①給水収益は年々減少するため、改定が必要
②ある程度収入を確保できている状態で改定

することで、値上げ幅を抑えることができる

③先送りすると、その分値上げ幅は大きくなる
④改定の間隔（算定期間）を短くすることで、

１回あたりの値上げ幅を抑えることができる

中
改定率

高

低 中

料金算定期間

料
金
改
定
時
期

短 長

早

遅

パターン

案１ R6.4月

案２ R6.10月

案３ R7.4月

評価

×

〇

△

改定率等を早急に決定する必要があり、十分な審議・検討が行えない

改定についての市民周知を十分に行えない

料金システム改修に係るテスト期間を十分に確保できない

スケジュールはタイトになるが、最低限の審議・検討期間を確保できる

十分な審議・検討期間を確保できるが、資金に余裕がない状態での事業運営となる

パターン

案１ 3年未満

案２ 3～5年

案３ 5年以上

評価

△

〇

△

改定率は抑えられるが、立て続けに2回の改定を行うこととなる

厚労省の通知や日本水道協会の料金算定要領に準じた期間である

長期間安定した事業運営ができるが、改定率が高くなる

改定時期

の考え方

算定期間

の考え方

P6
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５ 料金体系の確認

日水協 水道料金算定要領 新潟市の料金体系

料金体系は口径別が原則 ①料金体系 口径別を採用

基本水量は設定しない ②基本水量について 設定なし

水量区画は概ね3～5段階 ③水量区画 6段階（政令市平均6.9段階）

逓増・逓減のいずれも設定可能 ④逓増・逓減の設定 逓増型を設定（政令市は全て逓増型）

理論流量比や断面積比を考慮 ⑤基本料金の設定 断面積比に応じた設定

生活用水への特別措置は可能 ⑥政策的配慮 口径13、16mmを配慮

口径 基本料金

従量料金

10㎥まで 11～30㎥ 31～50㎥ 51～100㎥ 101～300㎥ 301㎥以上

13mm 880円

37円

102円 109円 127円 147円 172円

16mm 1,120円

20mm 2,090円

89円

25mm 3,240円

30mm 4,680円

40mm 7,910円

50mm 12,860円

75mm 28,900円

100mm 51,300円

150mm 116,200円

200mm 208,200円

新潟市水道料金表（1ヶ月：税抜）
③ 6水量区画

④ 逓増型の採用

⑥ 少量使用者への配慮（～10m3まで）

逓増型

使用量が増えるにつれ従量料金単価が

高くなる料金体系で、需要の抑制や生活

用水の低廉化のために導入されたもの。

逓増度が高い料金体系では、多量使用

者への依存度が大きくなるが、新潟市の

逓増度は比較的低い。

限定的な配慮（口径20mm～は配慮なし）

口径16mmは激変緩和措置を適用中

逓増度は比較的低く、多量使用者への

依存度は小さい。

① 口径別料金

⑤ 断面積比に応じた基本料金
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0㎥ 10㎥ 20㎥ 30㎥ 40㎥ 50㎥0㎥ 10㎥ 20㎥ 30㎥

口径13ｍｍ 口径20ｍｍ

口径別水道料金 政令市平均との比較

政令市平均

新潟市

政令市平均

新潟市

5千円

2.5千円

1万円

5千円

新潟市の水道料金

・新潟市の料金は、逓増度が比較的低いため、多量使用者への依存度は小さい

・口径20mmについては、基本料金が比較的高い

1ヶ月使用水量 1ヶ月使用水量

36m3～

17m3～

政令市平均 > 新潟市

政令市平均 > 新潟市

政令市平均料金が新潟市料金を上回る水量

口径13mm：17㎥以上、口径20mm：36㎥以上
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料金改定の必要性

財政収支見通しの収支を大きく好転させるためには、料金改定は避けられない状況。

また、資金ショート回避のためには、令和6年度中の改定が必要。

確保すべき資金残高の限度

通常の支払いのための資金として、年度当初25億円保有を最低限度額とする。

企業債の考え方

料金改定後の給水収益を考慮しながら充当率を検討し、長期的には企業債残高を縮減する。

料金改定時期

早期の改定が必要だが、最低限の審議・検討期間を確保できる令和6年10月とする。

料金算定期間

厚労省の通知や日本水道協会の料金算定要領に準じた期間であり、

改定率を比較的低く抑えることができる3.5年（令和6年10月～令和10年3月）とする。

（財政収支見通し上、令和10年4月以降の改定を、上記と同様の考え方で設定するが、改定の実施については、

各年度の決算状況を確認しながら、改めて判断する。）

料金体系

現行料金表の体系を基本的に維持する。

上記の内容をベースに、具体的な料金改定案を作成します。

６ 事務局案の確認



次回（R5.11.14）の審議予定概要

進行項目 備 考

１ 前回審議内容の確認 第４回（R5.10.13）開催の審議概要・取りまとめ意見の
再確認

２ 料金改定事務局案の説明

第４回（R5.10.13）開催の審議概要・取りまとめ意見に
基づいた事務局（案）の確認
・水道料金算定要領に基づく試算
・料金改定規模（平均改定率）
・財政計画

３ 事務局案に対する委員間討議 事務局からの提案に対し討議する（委員間討議）

４ 意見集約 会議において出された意見等の集約（次回へ繋ぐ）

５ 次回検討概要の確認 次回の審議概要を確認

開催⽇時 ： 令和５年１１⽉１４⽇（⽕）午前９：３０〜
会 場 ： 新潟市水道局研修センター ２階

資料２－６


